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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、安心して暮らせる豊かな社会づくりに貢献するため、あらゆる社会状況を注意深く洞察し、エレクトロニクスを基盤として培って
きた、知識、技術、経験を若く真摯な人材によって生かし、さらに研究し、提言し、実践するため「FOR SAFETY FOR SOCIETY」の理想を掲げ、目

的の実現に向けて努力を続けることを経営理念としております。

　この経営理念に基づき、グループ一体運営を推進して、経営の効率性・透明性を向上させ、株主の立場に立って企業価値を最大化することを基
本方針としております。また、安全確保と品質の向上、コンプライアンス、リスク管理の強化を推進します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

補充原則１－２－４

　当社は、議決権の電子行使を可能とするための環境づくりを検討します。また、招集通知の英訳については、海外投資家が一定割合を超えた段
階で検討します。

原則１－４

　当社は中長期的な視点に立ち、当社の企業価値を高めるために、お客様・取引先との信頼関係強化・維持を図るとともに、取引の拡大、協業に
よるビジネスメリットが得られると判断が出来る場合において、株式を保有する方針としております。保有する上場株式については、そのリターンと
リスク等を検証し、保有に値しない銘柄については縮減する方向で検討を進めてまいります。また、政策保有株式に係る議決権について、企業価
値の向上に資するか否かの観点から、適切に行使します。政策保有株式のうち主要なものについては、中長期的な経済合理性や将来の見通し
の検証を実施します。

原則３－１

　当社は、情報開示の充実のため、経営理念やコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、当社のホームページや
決算説明会資料において開示しております。また、取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続
きについては、今後検討を進めてまいります。

補充原則３－１－２

　当社は、当社の株主における海外投資家等の比率を踏まえ、現時点では英語での情報の開示・提供の必要性は低いと判断しております。今
後、海外投資家等の比率が一定以上に高まってきた際には、速やかに英語での情報の開示・提供を検討します。

補充原則４－１－３

　2016年11月から代表取締役会長兼CEOと代表取締役社長の体制になり、併せて執行役員制度を導入し、次世代経営幹部の育成に努めており
ます。引き続き後継者育成を重要な経営課題として検討を進めてまいります。

補充原則４－２－１

　経営陣の報酬が持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能するよう、業績連動型ストックオプションを導入するとともに、2017年11月
に開催された第48回定時株主総会において譲渡制限付株式を導入させて頂きました。引き続き持続的な成長に向けた健全なインセンティブとなる
よう報酬制度の検討を進めてまいります。

補充原則４－３－２

　取締役会は、CEOの選解任は、会社における最も重要な戦略的意思決定であることを踏まえ、CEOの選任に当たっては十分な時間と資源を
使って検討を進めてまいります。

補充原則４－３－３

　取締役会は、会社の業績等の適切な評価を踏まえ、CEOがその機能を十分発揮していないと認められる場合における、CEOの解任についての
手続の検討を進めてまいります。

補充原則４－１０－１

　経営陣幹部・取締役の指名・報酬などに係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、独立社外取締役に事前説明を行
い、適切な関与・助言を受けた上で、指名・報酬に関する事項を決定します。

原則５－２

　当社は、長期ビジョンに基づき、その実現に向けた実行計画として中期経営計画を策定しており、決算短信及び決算説明会資料において公表し
ております。引き続き資本コストに見合う収益の獲得ができるよう事業展開を進めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

原則１－４

　前述の「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」に記載しております。



原則１－７

　当社は、取締役や主要株主等との取引について、その重要性や性質に応じ、事前に取締役会に付議することを「関連当事者取引規程」に規定
し、適正な手続により審査・承認を得ることとしております。

原則２－６

　当社は、企業年金制度は導入しておりません。

原則３－１

　前述の「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」に記載しております。

補充原則４－１－１

　取締役会は、「取締役会規程」及び「取締役会付議基準」を定め、取締役会への付議・報告を必要とする重要な業務執行の範囲を定めておりま
す。上記以外の業務執行に関して、取締役会は「執行役員規程」「職務権限規程」「業務分掌規程」を定め、当該業務執行の決定権限を、執行役
員社長や当該業務執行役員にその重要性の程度を踏まえて委任しております。

原則４－９

　当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するにあたり、会社法及び東京証券取引所の独立性に関する要件に加え、当社の経営に対して助
言、監督できる以下のいずれかの経験・資質を持つ人材を重視しております。

（１）他社の役員・経営幹部の経歴があり、会社経営に精通している者

（２）法令・会計等の専門的知見を有している者

補充原則４－１１－１

　当社取締役会は、当社事業に精通する取締役と、独立した立場で経営監視を行う社外取締役で構成され、経営効率を高め経営の健全性の維
持強化に努めております。社内取締役の選任については、それぞれのセグメントに精通して業務全般を把握し活動できる能力と実績、的確かつ迅
速な意思決定、適切なリスク管理能力を重視しております。また、社外取締役の選任については、当社の独立性基準の要件を充たし、かつ多様な
視点、豊富な経験、高い見識と専門性を持っておりトータルで経営に精通していることなどを総合的に勘案しております。

補充原則４－１１－２

　取締役及び監査役は、他の上場会社の役員を兼任する場合、その役割及び責務を適切に果たすため、合理的な範囲にとどめております。な
お、その重要な兼任の状況については、毎年、株主総会招集通知や有価証券報告書にて最新の状況を開示しております。

補充原則４－１１－３

　取締役会は、毎年度、取締役会の実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を当社のホームページに開示するとともに、翌年度の取
締役会運営に活かすようにしております。

補充原則４－１４－２

　取締役・監査役に対して、就任時に、関連法令並びに定款や取締役会規程及び重要な会社の方針等を定める社内規程に関する研修を実施し
ています。また、その役割・責務を適切に果たすために必要な外部の研修や情報収集に積極的に取り組むことを推進しております。

原則５－１

　株主・投資家からの対話・面談の申込については、ＩＲ部門が窓口となり、ＩＲ担当執行役員等が、合理的な範囲で、適切な対応者を選定して検討
しております。その際、株主・投資家からの要望等を踏まえ、必要と認められる場合には、経営陣が対話・面談に対応することを検討しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

松本俊洋 832,000 12.90

京セラコミュニケーションシステム株式会社 400,000 6.20

日本コムシス株式会社 400,000 6.20

ヤマト電機株式会社 300,000 4.65

JESCO従業員持株会 228,701 3.55

株式会社新川 200,000 3.10

唐澤光子 145,300 2.25

西武信用金庫 130,000 2.02

金田孟洋 128,000 1.99

山田　悟 77,000 1.19

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明



該当事項はありません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 8 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

グェン　ニャット　リン 他の会社の出身者

村口　和孝 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

グェン　ニャット　リン ○ ―

　ベトナムにおいて複数の企業経営の経験が
あり、ベトナムでの法令やビジネスに精通して
おり、その経験と見識を活かし当社の経営につ
いて監督・指導して頂けるものと判断し、選任し
ました。

村口　和孝 ○ ―

　長年にわたり上場会社等の取締役としての経
験を有しており、取締役会において一般株主の
立場から客観的な視点で当社の経営について
監督・指導して頂けると判断し、選任しました。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　三者間ないし二者間（監査役と会計監査人、会計監査人と内部監査部門、内部監査部門と監査役）で定期的に打合せを開催するなど、適宜、監
査結果の共有を図っております。この取り組みにより、より実効性の高い監査を実施しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

鈴木　正明 公認会計士

佐藤　精一 弁護士

畑中　達之助 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鈴木　正明 ○ ―

　同氏は公認会計士であり、会計監査、税務に
関する豊富な経験を有しています。この経験に
基づく知見を、当社グループにおける監査に活
かして頂くため、選任しました。

佐藤　精一 ○ ―

　同氏は弁護士であり、企業法務等に係る専
門知識及び経験を有しています。この経験に基
づき、監査役として、当社グループの監査に活
かして頂くため、選任しました。

畑中　達之助 ○ ―
　同氏は、上場会社の常勤監査役として豊富な
経験を有しており、この経験を当社グループの
監査に活かして頂くため、選任しました。

【独立役員関係】



独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

　独立役員は他の役員との連携を密にするほか、執行役員会への出席、社内情報へのアクセス権限の付与等により会社情報を共有し、独立役
員が期待されている役割を果たすための環境を整備しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　当社グループの取締役に対し、企業価値及び業績向上のためのインセンティブとして、ストックオプション制度を導入しております。

　また、平成29年11月29日開催の第48回定時株主総会において、当社取締役（社外取締役を除く。）に、当社の企業価値の持続的な向上を図るイ
ンセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度を導入することのご承認を頂
きました。

ストックオプションの付与対象者
社内取締役、社外取締役、社内監査役、社外監査役、従業員、子会社の取締役、子会社
の監査役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

　当社グループの取締役、監査役及び従業員に対し、当社グループの企業価値及び業績向上に対する意欲を高めるインセンティブとして、ストッ
クオプション制度を設けております。なお、当社を退職した場合、当社の取締役会が認めた者以外は、ストックオプションの権利を失うものとしてお
ります。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、報酬の個別開示は行っておりません。

　取締役、監査役の報酬は総額で表示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の取締役報酬の総額は、平成25年11月28日開催の第44回定時株主総会決議により、年額300百万円以内と定められております。また、当
社の監査役報酬の総額は、平成25年11月28日開催の第44回定時株主総会決議により、年額30百万円以内と定められております。

　また、平成29年11月29日開催の第48回定時株主総会決議により、譲渡制限付株式報酬は、株主総会でご承認頂いた報酬限度額（年額6千万円
以内）及び上限株式数（年150,000株以内）の範囲内と定められております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　当社では、総務・法務室が社外取締役や社外監査役のサポートを行っており、取締役会開催に関する通知、取締役会開催に関する資料の配
布、必要に応じた社内情報の提供等を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社における企業統治の体制は、株主総会、取締役会、監査役会、執行役員会を配置しております。

　取締役会は、最高意思決定機関として取締役７名で構成されており、うち２名は社外取締役となっております。取締役会は、取締役会規程に基
づき定例取締役会を毎月、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項及び経営に関する重要事項について意思決定を行って
おります。

　また、執行役員制度を採用し、経営意思決定及び監督機能と、業務執行機能を分離しております。執行役員会は、業務執行に係る重要な事項
について審議を行っております。

　監査役会は、監査役３名で構成されており、３名全員は社外監査役となっております。監査役会は、定例監査役会を毎月、必要に応じて臨時監
査役会を開催しております。監査役は、取締役会に出席し、取締役の業務執行について、適法性を監査しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由



　当社は、社外監査役が社外役員として経営のチェック機能を全うすることで十分に経営監督機能を果たすことが可能との考えに基づき現状の体
制を採用するものであります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会招集通知の早期発送に向けて努めております。

集中日を回避した株主総会の設定 事業年度末が８月末日であるため、特段の対応は必要ないものと考えております。

電磁的方法による議決権の行使 議決権電子行使プラットフォームに参加することを今後検討します。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 　積極的に開催しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　第２四半期決算、年度決算終了後に開催する方針です。 あり

IR資料のホームページ掲載
　当社ホームページのＩＲサイトに決算短信、有価証券報告書、決算説明会資
料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 　ＩＲ担当部署は財務経理室です。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　「JESCOグループ行動指針」を定め、お客様の満足の向上を通じて、株主はじめ様々な
ステークホルダーの満足度を高めるよう努力し社員のレベルアップを図るとともに、法令・
社会的規範・社内規程の遵守、反社会的行為の禁止を同行動指針において明示しており
ます。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
　当社グループでは、地球環境を保護するため、当社グループの所有するビルの屋上緑
化や森林整備を通じたCO2削減に取り組んでおります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　ステークホルダーに対しては、各種法令・規則に準拠し、適時適切な開示を行う方針で
す。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は業務の適正性を確保するための体制として、平成25年12月の取締役会において、「内部統制基本方針」を定め、平成28年11月の取締役
会において改定しました。その概要は、次のとおりです。

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり当社の業務の適正を確保するための体制（以下、内部統制という）を整備する。ＪＥ
ＳＣＯグループ各社についても同様の指導をする。

＜１＞ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　（１） 当社及び子会社の取締役及び使用人は、社会規範及び倫理を尊重するとともに、法令及び定款を遵守し職務を執行する。コンプライアン

　　　スの着実な実践を図るため、「コンプライアンス規程」を制定し、「コンプライアンス委員会」がこれを統括する。

　（２） 取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、取締役は、職務の執行状況を取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務の執行

　　　状況を相互に監視、監督する。取締役の職務の執行状況は、監査役監査基準及び監査計画に基づき監査役の監査を受けるものとする。

　（３） 内部監査室は、「内部監査規程」に基づき業務執行部門から独立した立場で継続的に内部統制システムの運営状況についての内部監査

　　　を行い、その結果を被監査部門にフィードバックするとともに、取締役会及び監査役に適宜報告する。

　（４） 取締役及び使用人の職務の執行に係る法令遵守上疑義のある行為等については、「コンプライアンス委員会」が対処するものとし、不祥事

　　　の未然発見及び再発防止に努める。

＜２＞ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　（１） 取締役会の議事録及び資料を含め、取締役の職務の執行に係る情報については、法令を遵守し、文書又は電磁的媒体に適切に記録し保

　　　管する。

　（２） 取締役の職務の執行に係る情報の記録、保管状況について、監査役の監査を受けるものとする。また、法令に則り必要な情報開示を行う。

＜３＞ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　（１） 取締役会は、リスク管理に関する基本方針を決定する。「リスクマネジメント規程」を制定し、当社またはグループ各社のリスク管理を適切に

　　　行うための組織・体制を明確にする。「リスクアセスメント委員会」がこれを統括する。

　（２） 「リスクアセスメント委員会」は、経営リスクの把握、分析及び評価を行い、取締役会等に対して提供する。

　（３） 不測の事態が発生した場合には、会長指揮下の対策本部を設置または対応責任者を定め、迅速な対応による損失拡大の防止に努めるも

　　　のとする。

＜４＞ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　（１） 当社は、執行役員制度を導入し、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能を分離することにより、経営の効率化と責任の明確化を図

　　　る。

　（２） 当社は、取締役会を少なくとも月１回開催するものとする。取締役会で決議する重要な事項は取締役会規程において定め、必要に応じ執行

　　　役員会において事前に議論を行う。

　（３） 取締役会は、経営基本方針及び経営目標・予算を策定し、執行役員は取締役会が策定した経営目標・予算の達成に向けて職務を遂行す

　　　る。

＜５＞ 企業集団における業務の適正を確保するための体制

　（１） 当社及び子会社は、社会的規範及び倫理を尊重するとともに、法令及び定款を遵守する。

　（２） 当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、グループ経営の適正かつ効率的な運用を確保するため、「関係会社管理規程」

　　　に基づき当社グループの連結経営を実践する。

　（３） 子会社は、当社との連携・情報共有を密に保ちつつ、自律的に内部統制システムを整備する。子会社の規程は当社の規程類に準じて整備

　　　されるべきものとする。

　（４） 「内部監査室」は、当社及び子会社における内部監査を定期的に実施または統括し、当社グループの業務全般にわたる内部統制の有効性

　　　と妥当性を確保する。

　（５） 監査役は子会社の監査役と連携して子会社の業務執行状況を監査し、当社グループの連結経営に対応したグループ全体の業務の適正を

　　　監視、監査する。

＜６＞監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制、ならびにその使用人の取締役からの独立性に

　　　関する事項

　（１） 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役の職務が適切に行われるよう、適切に対応するものとする。

　（２） 当該使用人を置くこととなった場合には、当該使用人の任命、異動、評価、懲戒については、監査役の意見を尊重した上で行うものとし、

　　　当該使用人の取締役からの独立性を確保するものとする。

＜７＞取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　（１） 当社及び子会社の取締役及び使用人は、職務の遂行に関する法令違反、定款違反及び不正行為の事実、または当社またはグループ

　　　各社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは、直ちに当社監査役に報告するものとする。

　（２） 当社及び子会社は、「社内通報制度規程」に基づき通報者保護に努めるものとする。

　（３） 取締役は、取締役会等の重要な会議において、担当職務の執行状況及び経営に必要な社内外の重要事項についての報告を行う。監査役

　　　は、当該会議に出席し、職務の遂行に関する報告を受けることができる。

　（４） 監査役は、必要に応じて取締役及び使用人等に対して監査に必要な事項の報告を求めることができる。

＜８＞その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　（１） 監査役は、取締役との意見交換を定期的に開催し、監査上の重要課題等について意見交換を行う。監査役が重要な会議への出席を求め

　　　た場合これを尊重する。

　（２） 監査役は、内部監査室、会計監査人、子会社の監査役との定期的な情報交換を行い、連携して当社及び子会社の監査の実効性を確保す

　　　るものとする。

　（３） 監査役は、監査の実施にあたり独自の意見形成を行うため、必要に応じて、会社の費用で法律・会計の専門家を活用することができる。



＜９＞財務報告の信頼性を確保するための体制

　(１） 当社の財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制として、適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、財務

　　　報告にかかる内部統制の体制を整備する。

＜10＞反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況

　(１） 当社は、暴力団、暴力団構成員、準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等

　　　の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という）との関係を一切遮断する。

　(２） 当社は、反社会的勢力排除のため、以下の体制整備を行う。

　　a.反社会的勢力対応部署の設置

　　b.反社会的勢力に関する情報収集・管理体制の確立

　　c.外部専門機関との連携体制の確立

　　d.反社会的勢力対応マニュアルの策定

　　e.暴力団排除条項の導入

　　f.その他反社会的勢力を排除するために必要な体制の確立

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループでは、「反社会的勢力対応規程」を制定し、当社グループが反社会的勢力に対し、毅然とした態度で対応し、いかなる名目でも利益
供与を行わず、断固として「反社会的勢力」と関係を遮断し、排除することとしております。

　株主、役員をはじめ、顧客、外注先、仕入先等すべての取引先との新規取引開始時には、財務経理担当者は、インターネット検索サイト等を利
用して、過去の新聞・雑誌・ニュースの記事データベース上に取引先及び取引先代表者と反社会的勢力とのつながりを示す記事がないことを確認
することで、「反社会的勢力」でないことを調査し、調査及び検討の結果をすみやかに総務・法務室責任者に報告することにしております。また定期
的な調査として、財務経理担当者は、すべての継続的取引先について、毎年１回インターネット検索サイト等を利用して、新規取引開始時と同様
の調査を行うことにより「反社会的勢力」でないことを調査し、属性情報のチェックを行う体制を敷いております。

　加えて、取引先との契約書の内容に、反社会的勢力との関係が明らかになった場合には当該契約を解除できる旨の暴排条項を設け、あるいは
過去に基本契約を締結した取引先に関しては、反社会的勢力の排除に関する覚書を別途新たに締結しております。

　全社的な反社会的勢力の排除体制として、東京都公安委員会に対して不当要求防止責任者選任届を届出し、不当要求防止責任者講習を受講
した責任者を選任しております。また当社では、「反社会的勢力対応マニュアル」を制定しております。同マニュアルには、当社総務・法務室が窓口
として対応し、必要に応じて所轄の警察署、暴力団追放センタ―、顧問弁護士等の専門家に相談し、適切な処置をすることを定めております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社グループは、株主、投資家、取引先など利害関係者の皆様に対し、金融商品取引法、有価証券上場規程等の法律、規則を遵守し、ディスク
ロージャーを積極的に行う方針であります。

　特に当社グループでは、アセアンEPC事業を展開していることから、カントリーリスク等を踏まえた海外での情報収集、分析には組織的に対応す
べく、情報収集ルートの確立を行うなどの対応を行っております。

　適時開示に関する教育については、グループ会社を含めた役員、従業員に対して、執行役員会や研修会などの機会をとらえて重要情報の取り
扱いと適時開示の基本姿勢について周知徹底をはかっております。

　株主が公平かつ容易に情報にアクセスできる機会の確保の状況については、東京証券取引所の適時開示に係る規則等に基づく適時開示に加
え、WEB上でのIRを通じて積極的に情報発信し、事業内容やビジネスモデルの分かりやすい説明を行うなど、情報開示およびIR活動にも積極的に
取組んでおります。


